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第 1節 はじめに

1.1 問題の所在

格差問題はマルクス経済学の重要な研究対象としてあり，そこでは個人間や国家間の所得や資産

の格差が主に研究されてきているが，経済格差の研究対象は産業構造上の経営規模格差というもの

も存在する。ただし，その産業構造上の経営規模格差の研究も，収穫逓減の場合には経営規模が低

位平準化し，収穫逓増の場合には大規模化が進行するといった単純な分析にとどまるものが多く，

たとえば，長期の変動過程で規模格差が拡大から縮小へ向かったり，逆に縮小から拡大へ向かった

りといった逆転現象，あるいは同一産業内で大規模化と小規模化が同時に起きるといった現象をう

まく説明する分析枠組みの提供は遅れている。

このため，本稿では，そうした諸現象を説明するモデルの構築を目標とするが，そうした歴史的

な視野を持つ経営規模格差変動を論じた数理マルクス経済学上の研究として大西（2012）補論 3モ

デルが注目される。このモデルは「マルクス派最適成長論」を「経営規模変動モデル」に拡張した

もので，具体的には，農家の経営規模が均等な状態⇒格差発生⇒再度の均等化へと変化した中国

の歴史的現実を牛耕の導入と普及という技術変化，さらに言えば，牛
すき

犂という「資本財」普及の不

均等発展から説明しようとするものである。また，その際，分析的マルクス主義の「資本貸借モデ

ル」を「雇用モデル」に転換することで各経営間の雇用者数の変動を定式化したことが理論上のブ

レイクスルーとなっている。

しかし，この大西（2012）補論 3モデルにもいくつかの問題点が残されている。一つは経営規模

格差の歴史的変動モデルとは言え，大西（2012）補論 3モデルは牛耕普及という前近代的な農業社

会の過程を表現したモデルにすぎないという点である。そのため，前近代農業に限らず現代日本の

産業にも大西（2012）補論 3モデルの枠組みを適用できるかどうかは，十分に検討されなければな

らない。また，農業と違って，多岐に渡って発展した種々の産業についてどの産業を適切な例とし

て挙げられるのかも重要な課題である。さらに，大西（2012）補論 3モデルでは各部門における資

本一定の有無による生産力の格差の分析が出発点とされており，モデル内では雇用労働による労働

力の再配分だけが考えられていた。しかし，現実には，企業はより高い生産性を求めて，資本の再

配分も同時に行われているはずである。

そのため，本稿では，上記のような問題点に着目し，まず現代日本産業において経営規模格差変

動が特徴的な産業として医療機関を抽出し，大西（2012）補論 3モデルを基礎としてその規模変動

の構造を再解釈する。その上で，産業内労働力が雇用労働として再配分されると同時に，資本も技

術革新によって再配分されるメカニズムを大西（2012）補論 3モデルの書き換えによって表現する

ことで，より一般化されたモデルを構築する。
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1.2 現代日本において特殊な企業経営規模格差変動を示す産業

現代日本産業における経営規模格差変動を説明すべく大西（2012）補論 3モデルを再解釈するに

は，農業社会における牛犂に相当するような生産手段が定められねばならない。そして，そのため

には，まず拡大から縮小へ，あるいは縮小から拡大へといった格差変動の逆転が存在する産業が現

代日本社会でも見られるかどうかを調べる必要がある。そのために本研究ではまず総務省統計局の

ウェブサイトに掲載された 1986年から 2016年までの 506産業小分類の事業所統計のデータを全産

業について整理するということを行った。そして，その結果，1.1節で述べたような単純な大規模化

や小規模化といった構造変化をしているにすぎない産業がほとんどであることとともに，医療機関

においてはそれとは異なる特殊な動きをしていることを発見した。

具体的には，医療機関はその全体動向とは別に，病院と診療所という内部の部門内では全く対照

的な動きをしていることが確認される。図 1–1で示すように，病院においては，町医者程度の極め

て小規模な 1～4人規模を表す線を除けば，5～199人という中規模機関の減少と 200人以上規模の

機関の増大という特殊な動きをしていることがわかる。しかし，診療所を示した図 1–2では逆に，1

～4人規模が減少する一方で，5～199人の中規模機関が増大となっており，これら 2つの小部門が

対照的な動きを見せていることがわかる。つまり，医療機関全体を見ているだけではわからない内

部的な特殊な動きが見てとれるのである。

このことは，この両部門を先ほどと同じように合算した図 1–3により明確に示されている。以上

より，一産業内をその小分類に区分けした上でその内部構造を見ることがいかに重要かを理解する

ことができる。

なお，こうした医療機関の経営規模変動への政策の影響が大きいことも言うまでもない。実際，

政府の定める医療法は「病院，診療所及び助産所の開設及び管理に関し必要な事項並びにこれらの

施設の整備並びに医療提供施設相互間の機能の分担及び業務の連携を推進する」ことをも目的とし

ており（医療法総則第 1条），20床以上を「病院」，それ未満を「診療所」とする区別を行い，診療報

酬制度を利用して病床数や人員配分の充実した大病院を優遇するなど，「規模」に関わる政策誘導を

行っている。そして，そのため，医療機関の規模に関する諸研究もこうした政策の影響評価を基本

としたものとなっているのが現状である。
（1）

しかし，「技術」の規定性を主張するマルクス経済学では，そうした政策の背後に存在する経済次

元の客観的な変化を問題とするので，具体的なレベルにおける高価なメディカル・エレクトロニク

ス（ME）機器の病院の治療部門への導入がその出発点にあったものだと考えたい。このような医療

機器の導入は大規模病院でしかできず，よって規模の経済性が強いために治療活動は病院部門に集

（1） たとえば，泉田 (2008) は第 4 次医療法改正の地域医療体制の変化についての計量分析を行ってい
る。また，医療業界全般の再編については『日経ヘルスケア 21』第 152号の特集および第 156号の動
向分析が詳しい。
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図 1–1 3規模分類による病院部門の経営数の変化
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図 1–2 3規模分類による診療所部門の経営数の変化
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図 1–3 3規模分類による病院 +診療所全経営数の変化
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中し，その分逆に診療所の活動が診察に特化するようになるとの想定である。

このように想定すると，そうした長期的な構造変化は経済理論的にどう表現されるかが問われる

こととなるが，冒頭で述べたように，本稿ではこの課題を分析的マルクス主義モデルの変形により

経営規模格差の歴史的変動を説明した大西（2012）補論 3モデルの改良・発展によって行うもので

ある。
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第 2節 大西（2012）補論 3モデルとその拡張

2.1 先行研究としての大西（2012）補論 3モデル

本研究の基礎である大西（2012）補論 3モデルは「マルクス派最適成長論」を「経営規模格差変

動モデル」に拡張したもので，具体的には，農耕社会における牛耕の導入が経営規模格差をもたら

したということを主張している。このモデルでは農耕における経営規模格差の背景として，牛犂の

登場という技術変化に注目している。

他方，本稿事例として研究する戦後日本の医療産業においても，医療機関で手術用補助循環装置，

医療用ロボット，患者監視モニター，血液浄化装置や人工呼吸器などの生命維持管理装置など，各

種の高度ME機器が，日本で開発されて普及した。
（2）

ここで重要なのは，
あ ま た

数多の機器の中で，診察用

機器より治療用機器の方が，より高度な発展を得られたことである。その根拠を示すと以下になる。

まず，薬事審査研究会による医療機器の分類は 14種類の大分類と 92種類の中分類となっている。

そして，それらの中で歯科を除く診療用機器は大分類で 4種類（画像診断システム，画像診断用 X線

関連装置および用具，生体現象計測・監視システム，医用検体検査装置），中分類 28種類となっているの

に対して，治療用機器は大分類 6種類（処置用機器，施設用機器，生体機能補助代行機器，治療用または

手術用機器，鋼製器具，衛生材料および衛生用品），中分類 39種類となっている。
（3）

また，日本医療機器

産業連合会（2013）に掲載されたデータでは平成 26年における診断系医療機器の市場規模は 7036

億円で，医療機器全体に対する構成比は 25.2％となっているのに対し，治療系医療機器の市場規模

と構成比はそれぞれ 1兆 4853億円，53.2％で，前者のほぼ 2倍となっている。なお，その他の医療

機器の構成比は 21.5％で，6005億円となっている。これらのことから本稿では医療用高度機器は診

察部門より治療部門でより重要な役割を占めていると判断し，以下の分析を行う。
（4）

なお，こうして医療用高度機器の導入に注目するのはマルクス経済学が技術の規定性に注目して

いるとともに，それが直接に病院経営の大規模化と診療所経営の「中規模化」をもたらしていると

本稿が考えるからである。また，その分析視角は大西（2012）補論 3モデルのものでもあった。こ

の大西モデルでは資本の導入が「牛犂」としてイメージ，分析されていたが，ここではその役割を

新たな医療機器が果たした可能性があると考える。本稿がこの大西（2012）補論 3モデルを研究の

出発点とするのはこのためである。

（2） 菊池（1987）によれば日本における医療機器の開発は普及型を目指していたので，各病院・診療所
は自分の判断に基づいて自分の経営方針に適切な医療機器を導入した。

（3） 医療機器の分類は薬事審査研究会（1999）参照。
（4） 国内市場規模に関するデータは日本医療機器産業連合会（2013）参照。
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2.2 数値例で示された大西（2012）補論 3モデル

ところで，表 2–1で示したのは大西（2012）が数値例を使った分析的マルクス主義の搾取
（5）

発生の

モデルであるが，ここでは資本保有量の多い「資本家」とそれが少ない「労働者」の間で「資本貸

借」が発生している。つまり，「資本家」は「労働者」に資本を貸借するというモデルとなっている。

ここで，まずは「資本貸借」を説明しなければならない。ここで言う「資本貸借」とは，資本を多

く所有する「資本家」と少ない資本しか保有しない「労働者」の間で自発的に行われる資本の貸借

のことであり，その結果として「搾取」が生じている。この表の数値例では，資本家と労働者の生

産量はそれぞれ 3，1から 2.5，2.5に変化し，社会全体での総生産は 4から 5になって 1増加する。

増加した 1の生産量は貸借への対価としてほぼすべてを資本家が取得する。これはここでは資本を

持つ「資本家」がそれを持たない「労働者」に対して決定的に強い交渉力を持っていることを想定し

ているからである。そして，こうして資本貸借により生じた追加生産部分のほぼすべてを資本家が

取得するという形で「労働搾取」が定義されているのであるが，ここで重要なのは，このメカニズ

ムの結果，「資本家」の最適行動が「社会的総生産（ここでは表中「全社会」として示された 2経済主体

全体の生産量）」の最大化と一致するということである。このため，これ以降の本稿で示される「社

会的総生産最大化」の計算は「資本家」の個別的利潤最大化行動ともなっていることが重要である。

なお，この場合，労働者もここで「資本貸借」を行わない場合に比べて微々たる追加的な分け前を

受け取るものと想定している。大西（2012）ではそれは 74ページの表 3–1における 0.01分だけの

取得として表現されている。この結果，労働者もここでは「資本貸借」を行う方が行わないよりも

ましな選択として現れ，よって自発的にこの被搾取状態に入ることとなる。「搾取されない状態」よ

り「搾取される状態」の方がましであるということとなっているのである。
（6）

ただし，経営規模格差を議論する本稿にとって重要なのは，この「資本貸借」モデルを「雇用労

働」モデルに転換したものである。というのは，現実の経済では「資本貸借」より，資本財をより

多く持っている「資本家」の作業場に「労働者」が働きに出るという形を通例とっているからであ

る。表 2–2で示したような状況，すなわち「労働者の作業場」の労働力の一部が「資本家の作業場」

に移動するという状況である。そして，この場合，「労働者の作業場」の作業規模と「資本家の作業

場」の作業規模に格差が生じる。表 2–1の「資本貸借」では格差が完全解消されるのに対して，こ

れは対照的な結果である。ここでも上と同様の計算の結果，「社会的総生産最大化」が「資本家」の

利潤最大化と同じこととなるが，ともかくこうして「企業規模格差変動」が生じるとのモデル的説

明となっているのである。

（5） 分析的マルクス主義の搾取概念については Roemer（1982）およびMayer（1994）参照。
（6） 厳密に言えば，この意味で「資本貸借」による追加生産のすべてを「資本家」が取得するとの仮定が

なくとも「社会的総生産最大化」は「資本家」の個別利潤最大化と同じこととなる。大西（2012）の
補論 2はそのことを示している。
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表 2–1 分析的マルクス主義の「資本貸借」と「搾取」概念

資本家 労働者 全社会

資本 労働力 生産 資本 労働力 生産 資本 労働力 生産

初期保有量 10 1 3 2 1 1 12 2 4

資本貸借後 6 1 2.5 6 1 2.5 12 2 5

出所） 大西（2012）218ページ

表2–2 「資本貸借」を「雇用労働」と解釈した場合

資本家 労働者 全社会

資本 労働力 生産 資本 労働力 生産 資本 労働力 生産

初期保有量 10 1 3 2 1 1 12 2 4

雇用労働後 10 1.67 4.2 2 0.33 0.8 12 2 5

出所） 大西（2012）218ページ

2.3 吉井（2018）による大西（2012）補論 3モデルの一般化

こうして大西（2012）モデルは「雇用労働」による経営規模の変動を定式化したが，それはまだ上

述のように数値例による説明にすぎなかった。そのため，それを一般化する作業が必要となり，そ

れを果たしたのが，吉井（2018）の注 2である。

この吉井（2018）のモデルでは，上記の表 2–1や表 2–2と違い，資本保有量の多い経営主体と資

本保有量の少ない経営主体というものを置いて議論を始めているが，表 2–3のように資本保有量の

多い経営主体の資本保有量を a，少ない方の経営主体の資本保有量を bと置くと，もちろんここでは

a > bとなる。また，両経営主体の保有する労働量は表 2–1や表 2–2と同じく 1単位とし，それが

「雇用労働」に伴って資本保有量の少ない経営主体から資本保有量の多い経営主体に s (0 ≤ s ≤ 1)

だけ貸し出されると想定されている。このとき，「労働者の作業場」の労働力の一部が「資本家の作

業場」に移動するという状況が生じている。このことをもって「資本貸借」モデルの「雇用労働」モ

デルへの転換と理解されている。

このような設定の下で吉井 （2018）では，「雇用労働」の場合，社会的総生産最大化の結果とし

て経営規模格差が生じることが示されている。生産量 Y を資本K と労働 Lという投入要素で生産

するコブ・ダグラス型生産関数 Y (K, L) = KαLβ(0 < α < 1, 0 < β < 1)を使った「社会的総生

産最大化」の結果として示している。すなわち，表 2–3で示された「雇用労働」後の社会全体の生

産量を最大化するとは，資本家の生産量 aα(1 + s)β，労働者の生産量 bα(1 − s)β の合計を最大化す

ることとなるから，

y (s) = aα(1 + s)β + bα(1 − s)β
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表 2–3 吉井（2018）モデル

資本を多く保有する経営主体 資本を少なく保有する経営主体 全社会

資本 労働力 生産 資本 労働力 生産 資本 労働力 生産

初期保有量 a 1 aα b 1 bα a + b 2 aα + bα

雇用労働後 a 1 + s aα(1 + s)β b 1 − s bα(1 − s)β a + b 2
aα(1 + s)β

+bα(1 − s)β

出所） 吉井（2018）103ページ

を最大化する，つまり労働力の移動量=雇用労働量を以下の計算で求めることとなる。すなわち，

∂

∂s

{
aα (1 + s)β + bα (1 − s)β

}
= aαβ(1 + s)β−1 − bαβ(1 − s)β−1 = 0

そして，その結果，総生産量を最大化する sは

s = a
α

1−β − b
α

1−β

a
α

1−β + b
α

1−β

であることがわかる。このとき資本を多く保有する経営主体が稼働させる労働力は 2a
α

1−β

a
α

1−β +b
α

1−β
と

なり，資本保有量の少ない経営主体が稼働させる労働力は 2b
α

1−β

a
α

1−β +b
α

1−β
となる。

もちろん，この計算は「社会的総生産最大化」の結果であるが，これは前述のように「資本家」に

とっても個別的な利潤最大化を実現するものとなっている。あるいは，これもまた前述のように，

この「雇用労働」による追加的生産のごく一部しか取得できない労働者にとっても利益を最大化し

ていることになる。

第 3節 医療機関モデル

3.1 説明対象としての医療機関経営の選択

以上のように，現代日本産業において，病院経営のような特異な企業規模格差変動の研究にとっ

て，大西（2012）モデルは研究の出発点として役に立つが，本稿が対象とする医療機関経営を論じる

場合，本稿第 1節でも述べた通り，医療機関における病院と診療所という 2つの存在の特徴を反映

する必要がある。さらに，この両者では診察活動と治療活動という異なる 2種の医療行為が行われ

ており，そのバランスも問題となる。ここで重要なのは，医療体制，政策などで病院は国公立病院，

大学病院，私立病院に分類されていると同時に，診察所もまた有床診療所と無床診療所に分類され

ており，それらの医療機関の行動は属性によって大きく左右されると考えられることである。特に

重要なのは，国公立病院が社会厚生の最大化を基準として行動し，私立病院は自院の利潤最大化を

基準として行動するとしても，そのどちらもが生産の最大化が目標となるということである。前述
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表 3–1 医療機関モデルの基本構成

診察部門 治療部門

資本 労働力 生産 資本 労働力 生産

病院 K1 L1 Y1 = K1
α1 L1

1－α1 K2 L2 Y2 = K2
α2 L2

1－α2

診療所 K3 L3 Y3 = K3α1 L31－α1 K4 L4 Y4 = K4α2 L41－α2

のように分析的マルクス主義モデルでは利潤の最大化と生産の最大化が一致するからである。結果

として，すべての病院と診察所はそれぞれ自分たちの目標を達成するために，できるだけ多くの患

者を治療することが最終目的となる。以上のような意味で，このモデルにおいては全タイプの病院

と診療所が説明対象になっている。

ところで，前節で説明した吉井（2018）モデルは「雇用労働」における資本一定を有する場合の定

式化であり，総生産を最大化するために最適となる労働雇用量を確定する。しかし，より一般的な

モデルを設定するならば，労働力を配分する上で，資本を一定とするのではなく，資本の再配分も

想定するべきである。このため本稿では，大西（2012）補論 3モデルを一般化した吉井（2018）モ

デルに基づいて，病院と診療所という 2主体間の，労働雇用量と資本配分量をともに決定するモデ

ルを構築する。

3.2 一般化した医療機関モデル

そこでまず，医療機関経営を表 3–1のようにモデル化する。前述のように医療機関においては，2

タイプの経営主体として病院と診療所が存在する。そして，病院と診療所の中では，それぞれ診察と

治療という 2つの医療行為が行われている。診察数や治療数は表 3–1のようにそれぞれコブ・ダグラ

ス型生産関数で表されるとし，ここでは，初期時点で 4つの部門が有する資本と労働力はそれぞれ異

なっている。さらに，ここでは生産関数は規模に関する収穫一定を仮定し，0 < α1 < 1, 0 < α2 < 1

と想定する。

このとき，病院の診察部門における生産 Y1 ＝診察数は，資本量をK1,労働力の保有量を L1 とし

て Y1 = K1
α1L1

1−α1 となり，病院の治療部門における生産 Y2 ＝治療数は，資本量をK2，労働力

の保有量を L2 として Y2 = K2
α2L2

1−α2 となる。また，診療所の診察部門における生産 Y3 ＝診察

数は資本量をK3，労働力の保有量を L3 として Y3 = K3
α1L3

1−α1 となり，診療所の治療部門にお

ける生産 Y4＝治療数は，資本量をK4，労働力の保有量を L4として Y4 = K4
α2L4

1−α2 となる。こ

こで重要なのは，診察部門の生産関数は診療所でも病院でも同じであり，同様に治療部門の生産関

数も診療所と病院で同じと想定していることである。各生産関数の全要素生産性はモデルの簡略化

のためすべて 1としている。したがって，モデルの基本構成は表 3–1のようになる。

一方，「診察」と「治療」との関連性を説明するには，まず医療行為の流れを説明する必要がある。
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表3–2 診察部門の労働力変化

病院 診療所
診察部門

資本 労働力 生産 資本 労働力 生産

初期保有量 K1 L1 Y1 = Kα1
1 L1−α1

1 K3 L3 Y3 = Kα1
3 L1−α1

3

雇用労働後 K1 L1 − λ Y1 = Kα1
1 (L1 − λ)1−α1 K3 L3 + λ Y3 = Kα1

3 (L3 + λ)1−α1

表3–3 治療部門の労働力変化

病院 診療所
治療部門

資本 労働力 生産 資本 労働力 生産

初期保有量 K2 L2 Y2 = Kα2
2 L1−α2

2 K4 L4 Y4 = Kα2
4 L1−α2

4

雇用労働後 K2 L2 + δ Y2 = Kα2
2 (L2 + δ)1−α2 K4 L4 − δ Y4 = Kα2

4 (L4 − δ)1−α2

もっとも一般的なのは，患者は医師に「診察」され，症状次第で様々な「治療」が行われる。この状

況では，「診察」と「治療」がワンセットであると考えられるので，ここでは医療機関にとって「診

察数」＝「治療数」と考える。もちろん，診察の後，薬を渡したり，紹介状を出して転院させたりす

る場合もよくあるが，前者の場合，薬を渡すことも一つの治療行為と理解されるし，後者も多くの

場合，症状を確認するために新しい病院で再診察される。そのため，極端な状況を除き，本モデル

においては「総診察数」＝「総治療数」を仮定する。つまり，制約条件として，Y1 + Y3 = Y2 + Y4

を想定する。

3.3 治療部門，診察部門それぞれにおける労働力の再配分

ところで，本稿では病院の治療部門における大規模なME機械の導入が病院の治療部門への特化，

診療所の診察部門への特化を帰結したものと想像しているが，そのような場合の生産要素の移動と

してまず重要になるのは労働力の移動である。このような仮定を検証するために，筆者は全日本民

主医療機関連合会大阪事務局の関係者にインタビューし，肯定的な返事を得た。具体的に言えば，

診察部門でも治療部門でもそれぞれの部門で働く医師は同じ部門内でしか働かず，異なる部門に基

本的には移動しないということであった。これは，小さな診療所にも大病院の医師が週のうち 1日

か 2日か定期的に出張してきていることからもわかる。このように病院と診療所の間での同質な労

働力の移動はあっても，診療と治療といった別種の仕事をかけ持つことはないとの想定である。そ

して今，病院の治療部門での機械化の進展に合わせて労働力の再配分（その部門への労働力の移動）

が求められている状況があって治療部門では δ だけの労働力が診療所から病院に移動するとする。

これが本稿第 1節で日本の医療機関の歴史的変動として想定した変化である。そしてまた，こうし

た「治療部門の病院への集中」の結果，診療部門においては逆に労働力が病院から診療所に λだけ
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合計

資本 労働力 生産

K1 + K3 L1 + L3 Kα1
1 L1−α1

1 + Kα1
3 L1−α1

3

K1 + K3 L1 + L3 Kα1
1 (L1 − λ)1−α1 + Kα1

3 (L3 + λ)1−α1

合計

資本 労働力 生産

K2 + K4 L2 + L4 Kα2
2 L1−α2

2 + Kα2
4 L1−α2

4

K2 + K4 L2 + L4 Kα2
2 (L2 + δ)1−α2 + Kα2

4 (L4 − δ)1−α2

移動するものと想定する。

ただし，こうした労働力の移動を前提に，続いて資本財の移動も生じることが考えられる。ここ

で「資本」は，各経営体が持つ資産の投下された形態として存在するが，それは異なる部門の機器

や設備として登場し，たとえば病室は診察室にも比較的簡単に改造できるし，資金の運用方法を変

えれば多少の時間はかかっても診察部門の機器を売り払って治療用機器に転換できる。ただし，そ

うした転換は診療所と病院をかけ持つ医師の両機関での勤務日数の変更という労働力の転換よりも

時間がかかるものと思われる。そして，病院と診療所の両機関が，こうした資本の最適配分をも行

うものと想定する。

以下では，こうした 2種類の生産要素の移動がまずは労働力について生じ，続いて資本について

生じるとの考えから，まずは労働力の移動について，上の 2表を示す。表 3–2は診察部門における，

表 3–3は治療部門における労働力の変化を示している。

そこでまず，労働力のみが両部門内で移動するケースであるが，診察部門と治療部門の労働力の

移動はそれぞれ λと δで示す。「治療部門の病院への集中」という結果となるためには δ > 0, λ > 0

が導かれねばならない。

この場合は先の吉井（2018）モデルと同様の計算をそれぞれですることとなるから，最大化する

対象は

K1
α1(L1 − λ)1−α1 + K3

α1(L3 + λ)1−α1

および

K2
α2(L2 + δ)1−α2 + K4

α2(L4 − δ)1−α2

となる。したがって，

∂

∂λ

{
K1

α1(L1 − λ)1−α1 + K3
α1(L3 + λ)1−α1

}
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表3–4 治療部門の労働力変化

病院 診療所
診察部門

資本 労働力 生産 資本 労働力 生産

初期保有量 K1 L1 Y1 = Kα1
1 L1−α1

1 K3 L3 Y3 = Kα1
3 L1−α1

3

雇用労働後 K1 − γ L1 − λ Y1 = (K1 − γ)α1 (L1 − λ)1−α1 K3 + ε L3 + λ Y3 = (K3 + ε)α1 (L3 + λ)1−α1

表3–5 治療部門の資本・労働力変化

病院 診療所
治療部門

資本 労働力 生産 資本 労働力 生産

初期保有量 K2 L2 Y2 = Kα2
2 L1−α2

2 K4 L4 Y4 = Kα2
4 L1−α2

4

雇用労働後 K2 + γ L2 + δ Y2 = (K2 + γ)α2 (L2 + δ)1−α2 K4 − ε L4 − δ Y4 = (K4 − ε)α2 (L4 − δ)1−α2

= −K1
α1(1 − α1)(L1 − λ)−α1 + K3

α1(1 − α1)(L3 + λ)−α1 = 0

および

∂

∂δ

{
K2

α2(L2 + δ)1−α2 + K4
α2(L4 − δ)1−α2

}
= K2

α2(1 − α2)(L2 + δ)−α2 − K4
α2(1 − α2)(L4 − δ)−α2 = 0

を計算すると， K1
L1−λ

= K3
L3+λ

および K2
L2+δ

= K4
L4−δ

の 2式が導かれる。これは両部門における病院

と診療所の資本労働比率が均等化しなければならないことを示し，かつまた，初期保有において

K1

L1
<

K3

L3
かつ K2

L2
>

K4

L4

のときに λと δが正となることを示している。これは，すなわち，病院の治療部門において資本が

強化されていてもそれに見合う労働力の配分が初期時点でなされていない状況，同様に病院の診察

部門では初期時点で労働力が過剰となっている状況を意味する。もちろん，このことを診療所につ

いて書き換えれば，診療所の治療部門における労働力の配分が初期時点で資本のそれより過剰であ

ること，その診察部門における労働力の配分が逆に過小となっていることを意味する。本稿第 1節

で医療機関では病院の治療部門への特化，診療所の診察部門への特化が生じているとの予想を述べ

たが，それが起きるとすれば，病院の治療部門における「機械化」が進行しているからであると理

解されなければならないことになる。

3.4 病院と診療所それぞれにおける資本の再配分

こうして 2種の労働力の再配分については定式化できたが，上述のように資本の再配分も時間差を

伴って行われる。つまり，病院は自身の持つ 2種の資本K1とK2の間でも再配分を行い，他方の診
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合計

資本 労働力 生産

K1 + K3 L1 + L3 Kα1
1 L1−α1

1 + Kα1
3 L1−α1

3

K1 + K3 − γ + ε L1 + L3 (K1 − γ)α1 (L1 − λ)1−α1 + (K3 + ε)α1 (L3 + λ)1−α1

合計

資本 労働力 生産

K2 + K4 L2 + L4 Kα2
2 L1−α2

2 + Kα2
4 L1−α2

4

K2 + K4 + γ − ε L2 + L4 (K2 + γ)α2 (L2 + δ)1−α2 + (K4 − ε)α2 (L4 − δ)1−α2

療所も自身の持つ 2種の資本K3とK4の間で再配分を行うので，前掲の表 3–2と表 3–3の 4マスの

資本K1, K2, K3, K4も先の労働力の再配分と同様，ここで想定している「特化」に相当する変動が

表現されなければならない。そのため，上の表 3–4と表 3–5のように病院の資本は診察部門から治療

部門へ，診療所の資本は治療部門から診察部門へシフトことを示すK1 − γ, K2 + γ, K3 + ε, K4 − ε

への再配分をとりあえず想定する。
（7）

以下ではこれらのシフト幅 γ および εが正であることを示すこ

とによって，当初想定した「特化」が起きることを示したい。

なお，その再配分の原理は病院と診療所の利潤最大化原理となるので，前項で述べた労働力の再

配分後のそれぞれの資本の限界生産力が病院および診療所のそれぞれにおいて均等化するとするこ

ととなる。以下でその計算を行う。

そのため，まずは病院における資本の限界生産力の均等化条件を計算すると，診療単価を 1，治

療単価を pとして

∂Y1

∂(K1 − γ) = ∂pY2

∂(K2 + γ)

⇔ α1 (K1 − γ)α1−1 (L1 − λ)1−α1 = pα2 (K2 + γ)α2−1 (L2 + δ)1−α2

⇔ α1

(
L1 − λ

K1 − γ

)1−α1

= pα2

(
L2 + δ

K2 + γ

)1−α2

また，同様に診療所における資本の限界生産力均等化条件を計算すると，

∂Y3

∂(K3 + ε) = ∂pY4

∂(K4 − ε)

（7） ここで，資本と労働力は外部から新たに調達されることはないものとし，病院・診療所は初期保
有量以上の資本や労働力を移動することができないため，min(K1, K2) ≥ |γ|, min(L1, L3) ≥ |λ|,
min(K3, K4) ≥ |ε|, min(L2, L4) ≥ |δ|が仮定される。
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⇔ α1 (K3 + ε)α1−1 (L3 + λ)1−α1 = pα2 (K4 − ε)α2−1 (L4 − δ)1−α2

⇔ α1

(
L3 + λ

K3 + ε

)1−α1

= pα2

(
L4 − δ

K4 − ε

)1−α2

となる。以下，ここで新たに導入した各経営体での資本の移動幅，γ や εの符号について検討する。

3.5 病院と診療所の業務特化

以上で導かれた均衡式は，病院各部門それぞれの K の間での資本の再配分も考慮すると，（1）,

（2）,（3）,（4）で示された次の 4式となる。

K1 − γ

L1 − λ
= K3 + ε

L3 + λ
（1）

K2 + γ

L2 + δ
= K4 − ε

L4 − δ
（2）

α1

(
L1 − λ

K1 − γ

)1−α1

= pα2

(
L2 + δ

K2 + γ

)1−α2

（3）

α1

(
L3 + λ

K3 + ε

)1−α1

= pα2

(
L4 − δ

K4 − ε

)1−α2

（4）

以下ではこれら 4式から γ, δ, λ, εの 4変数の符号を調べることによって病院と診療所の業務特

化のための条件を調べる。

そこでまず，以下の計算を簡単化するために均衡に達した後の各部門の資本労働比率をそれぞれ

k∗
1 , k∗

2 , k∗
3 , k∗

4 と書き換える。すなわち，

K1 − γ

L1 − λ
= k∗

1 ,　K2 + γ

L2 + δ
= k∗

2 ,　K3 + ε

L3 + λ
＝ k∗

3 ,　K4 − ε

L4 − δ
= k∗

4

とする。すると，まず（3）,（4）は

α1k∗α1−1
1 = pα2k∗α2−1

2 （5）

と

α1k∗α1−1
3 = pα2k∗α2−1

4 （6）

と書き換えられる。

なお，ここで均衡に達した後の各部門の資本労働比率を先ほどの k∗
1 , k∗

2 , k∗
3 , k∗

4 を用いて書き直

せば，

k∗
1 = k∗

3 （7）

k∗
2 = k∗

4 （8）

となる。
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そのとき，病院の診察数と診療所の診察数の合計である総診察数は（3）（7）式より

(K1 − γ)α1(L1 − λ)1−α1 + (K3 + ε)α1(L3 + λ)1−α1 = k∗α1
1 (L1 − λ) + k∗α1

3 (L3 + λ)

= k∗α1
1 (L1 − λ) + k∗α1

1 (L3 + λ) = k∗α1
1 (L1 + L3)

となる。

一方で，病院の治療数と診療所の治療数の合計である総治療数は（4）（8）式より

(K2 + γ)α2(L2 + δ)1−α2 + (K4 − ε)α2(L4 − δ)1−α2 = k∗α2
2 (L2 + δ) + k∗α2

4 (L4 − δ)

= k∗α2
2 (L2 + δ) + k∗α2

2 (L4 − δ) = k∗α2
2 (L2 + L4)

となる。

ここで，3.2節で示した Y1 + Y3 = Y2 + Y4 という「総診察数＝総治療数」条件を書き換えること

により

k∗α1
1 (L1 + L3) = k∗α2

2 (L2 + L4) （9）

が得られる。

他方，（4）式の

α1k∗1−α1
1 = pα2k∗1−α2

2

を変形すると

k∗
1 =

(
p

α2

α1

) 1
α1−1 (k∗

2)
α2−1
α1−1 （10）

が得られる。同じく診療所を表現する（6）式を変形すると

α1k∗1−α1
3 = pα2k∗1−α2

4

から，

k∗
3 =

(
p

α2

α1

) 1
α1−1 (k∗

4)
α2−1
α1−1 （11）

が得られる。また，（10）式より

k∗
1 =

(
p

α2

α1

) 1
α1−1 (k∗

2)
α2−1
α1−1

⇒ k∗α1−1
1 =

(
p

α2

α1

)
k∗α2−1

2

k∗1−α1
1 =

(
α1

pα2

)
k∗1−α2

2 （12）

となるから，（9）式 ×（12）式より

k∗
1 (L1 + L3 ) =

(
1
p

α1

α2

)
(L2 + L4 ) k∗

2 （13）
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であり，（8）式と（12）式によって，k∗
1 , k∗

2 の値は，[(pα2

α1

) α2
α1−α2

(
L1 + L3

L2 + L4

) α2−1
α1−α2

]
= k∗

1 = K1 − γ

L1 − λ
（14）

[(
α1

pα2

) α1
α2−α1

(
L2 + L4

L1 + L3

) α1−1
α2−α1

]
= k∗

2 = K2 + γ

L2 + δ
（15）

と計算できる。

ところで，座標内にて（10）式と（13）式の曲線を描くならば（8）式について以下のようにグラフの

概形が調べられる。（7）式，（8）式によって，k∗
1と k∗

3 は同じ曲線で表現でき，k∗
2と k

∗
4 は同じ曲線で

表現できる。まず，（13）式より，

k∗
1 =

(
1
p

) (α1

α2

) (L2 + L4 )
(L1 + L3 )k∗

2

となるから，k∗
2 は k∗

1 の一次関数であることがわかる。そして，その傾きは(
1
p

) (α1

α2

) (L2 + L4 )
(L1 + L3 )

であるから，（13）式は必ず原点を通る。

他方，（10）式において，k∗
2 = 0となるとき，k∗

1 = 0だから，（10）式も必ず原点を通る。また，

（10）式の関数の凹凸性を確認するため，（9）式を 1回微分すると，

k∗
1

′ = dk∗
1

dk∗
2

=
(

1
p

) 1
α1−1 (α2

α1

) 1
α1−1

(α2 − 1
α1 − 1

)
(k∗

2)
α2−α1
α1−1

となる。ここで 0 < α1 < 1, 0 < α2 < 1なので，k∗
1

′ > 0である。よって，（10）式において k∗
1 は

k∗
2 について単調増加であり，さらに（10）式を 2回微分すると，

k∗
1

′′ = d2k∗
1

dk∗2
2

=
(

1
p

) 1
α1−1 (α2

α1

) 1
α1−1

(α2 − 1
α1 − 1

) (α2 − α1

α1 − 1

)
(k∗

2)
α2−2α1+1

α1−1

となり，ここで α2 と α1 の大小関係がこの値の正負を決定することがわかる。そのため，α2 > α1

と α2 < α1 の場合に分けて以下検討する（ここでは治療部門と診察部門の生産関数を異なるものと想定

しているので α2 ̸= α1）。

そこでまず，α2 > α1 のケースであるが，このとき，k∗
1

′′ < 0であるから（8）式は凹関数となり，

このときの座標内にて（10）式と（13）式のグラフは，図 3–1のように表される。

他方，α2 < α1 のときは，k∗
1

′′ > 0なので（9）式は凸関数となり，このとき（10）式と（13）式は，図

3–2のように表される。

ここで重要なのは，ここでは α2 ̸= α1を想定した上で，α2 > α1と α2 < α1の二つのケースにお

いても必ず均衡点が存在し，図で示したように交わるということである。
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図 3–1 α2 > α1 のときの均衡条件

k∗1(k
∗
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0
k∗2(k

∗
4)

k∗1 = p
α2

α1

1
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k∗1 =
1
p

α1

α2
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k∗2

( )

図 3–2 α2 < α1 のときの均衡条件

k∗1(k
∗
3)

0
k∗2(k

∗
4)

k∗1 = p
α2

α1

1
α1 − 1

k∗2

α2 − 1
α1 − 1

k∗1 =
1
p

α1

α2

(L2 + L4)
(L 1+ L 3)

k∗2

( )

ただし，本節で明らかとすべきなのは，「病院と診療所の特化」という過程であるから，その均衡

への移行を明らかにしなければならない。しかし，その移行が図では，右上，左上，右下，左下の

どの方向から起きるのかを調べるには，多少複雑な計算が必要となる。そのため，本稿ではこの計

算を補論において行っている。そして，その結果を γ, λ, ε, δ の値で見ると，考えられる状況は，

γ > 0, λ > 0, ε > 0, δ > 0，または γ < 0, λ < 0, ε < 0, δ < 0の 2つであるということがわ

かった。

ただし，この 2ケースのうち，現実的なものはどれか，言い換えればどちらが当初から想定している

「特化」の動きを示しているかを調べる必要があり，そのために，まず最初にγ > 0, λ > 0, ε > 0, δ > 0
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のケースを調べると，そこでの労働力と資本の移動は次の通りとなる。すなわち，労働力について

は治療部門の労働力が診療所から病院へ移動し，診察部門の労働力は病院から診療所へ移動する。

資本については，病院の資本は診察部門から治療部門へ移動し，診療所の資本は治療部門から診察

部門へ移動するものとなる。

しかし，他方，γ < 0, λ < 0, ε < 0, δ < 0の場合は，逆の動きが発生し，労働力については治

療部門の労働力は診療所から病院へ移動し，診察部門の労働力は病院から診療所へ移動する。資本

については，病院の資本は診察部門から治療部門へ移動し，診療所の資本は治療部門から診察部門

へ移動する。しかし，この結論は病院の治療部門への特化，診療所の診察部門への特化という想定

と矛盾するので，本稿がモデルとして示そうとしているものとは異なっている。したがって，この

ケースは本稿では対象としない。

以上により，γ, λ, ε, δ の 4変数の符号について γ > 0, λ > 0, ε > 0, δ > 0ということがわ

かったので，病院と診療所の各部門において資本や労働力が初期時点から増加するか減少するかが

明らかになった。さらに資本と労働力はともに増加，またはともに減少というように同方向に動く

から，これにより病院と診療所における診察数および治療数も以下のような増減となることがわか

る。すなわち，

•病院の診察部門では，資本所有量K∗
1 と労働力 L∗

1 がともに減少し，よって，診察数 Y ∗
1 は減

少する。

•病院の治療部門では，資本所有量K∗
2 と労働力 L∗

2 がともに増加し，よって，治療数 Y ∗
2 は増

加する。

•診療所の診察部門では，資本所有量K∗
3 と労働力 L∗

3 がともに増加し，よって，診察数 Y ∗
3 は

増加する。

•診療所の治療部門では，資本所有量K∗
4 と労働力 L∗

4 がともに減少し，よって，治療数 Y ∗
4 は

減少する。

結果として，

Y1 > Y ∗
1 , Y2 < Y ∗

2 , Y3 < Y ∗
3 , Y4 > Y ∗

4

となり，したがって，

Y3/Y4 < Y ∗
3 /Y ∗

4 , Y2/Y1 < Y ∗
2 /Y ∗

1

が成立する。つまり，日本の医療機関における「病院業務の治療への集中，診療所業務の診察への

集中」という現象は資本財の再配分という想定の中でも依然として成り立つ。
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第 4節 むすびに代えて

冒頭で述べたように格差問題はマルクス経済学の重要な研究対象であり，本稿では経営規模格差

の特殊な長期変動傾向を研究対象とした。資本主義には一般に大規模経営の発展，小規模経営の没

落といった傾向性が存在すると言われているが，話はそう単純なものではなく，一部には小規模経

営が発展するケース，あるいは大規模化から小規模化へ，ないしその逆の動きを見せるケースがあ

り，それらについても法則的理論的に論じようとする趣旨からである。

実際，本稿第 1節で見たように，そのような動きを見せる産業部門が存在し，本稿では医療機関

に絞ってその傾向を理論化したが，ここでは結局，診療部門の診療所への特化，治療部門の病院へ

の特化というのがその本質であった。この特徴が病院の大規模化とともに診療所の 5～199人規模

への集中という対照的な構造変化として現れているのである。

これが現代日本の医療機関の経営規模変動に関する基本的特徴であることがわかったが，本稿は

この特徴を数理的に定式化するために分析的マルクス主義の資本貸借モデルを変形した大西（2012,

2015）の補論 3モデルを分析の出発点とした。前に述べたようにこのモデルは吉井（2018）によっ

て大幅に一般化され，より一層の一般化への基礎となる作業がなされているからである。

本稿による現代日本の医療機関の分析は言うまでもなく，一つの事例研究にすぎず，よって本稿

が論じていない産業の経営規模変動の特徴を明確化したり，あるいは予測をしたりといった作業は

今後も必要となろう。しかし，その分析ツールとして分析的マルクス主義⇒大西モデル⇒吉井モ

デルといった研究の蓄積が役立ったことを最後に強調しておきたい。マルクス経済学の数理的展開

の一つの重要な研究分野としてあることを確認して本稿を閉じたい。

補論 均衡に至る移動方向に関する計算

本論で述べたように，図 3–1や図 3–2で各部門の資本労働比率が均衡に至る際に，その移行が右

上，左上，右下，左下のどの方向から起きるのかを調べることは，γ, λ, ε, δ がどのような値をと

るかに関わっている。3.5節の冒頭では，γ, λ, δ, εが K1−γ
L1−λ

= K3+ε
L3+λ

と K2+γ
L2+δ

= K4−ε
L4−δ

の 2式に制

限されていることを導いた。つまり，一つの変数の正負性を決めれば，他の変数の正負性は資本労

働比率の均等化により連鎖的に決められる。たとえば，モデル設定で説明したように，病院の治療

部門で技術革新が発生し，新しい医療機器が導入されることになる。すると，K2 + γ は配分され

る資本が増加になり，γ > 0となる。生産性の向上のため，自然に δ > 0と考えられる。その連鎖

として，等式を成立するために，K4−ε
L4−δ

において，ε > 0は必然的である。最後には，λ > 0が導け

る。逆に γ < 0の場合も似たような過程で導ける。結論として，γ > 0, λ > 0, ε > 0, δ > 0と
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図 A–1 均衡点に基づいた座標軸
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γ < 0, λ < 0, ε < 0, δ < 0の 2状況だけがあることを示す。

ところで，このとき，本文第 3節で述べたように，本稿のモデルは治療部門，診察部門の内部で

の労働力の再配分が起きた後で病院と診療所との間での資本の再配分がなされるという順序構造を

想定している。その場合，診察部門と治療部門の各部門の資本労働比率が等しくなると想定される

ので，
K1 − γ

L1 − λ
= K3 + ε

L3 + λ
,

K2 + γ

L2 + δ
= K4 − ε

L4 − δ

の関係が成り立つ。この均衡時の値はそれぞれ k∗
1 , k∗

2 , k∗
3 , k∗

4 である。

ここでは，まず図 3–1を踏まえてこの問題を説明する。図 A–1で示すように，新しい均衡点を原

点 O′ とし改めて座標軸を設定し，均衡点の右上，左上，右下，左下というように 4つの区域に分

ける。この 4つの領域のどこから新しい均衡点に移動するかについて検討する。 詳細には，4つの

区域から均衡に至る経路が存在するものと一旦仮定し，その上で，矛盾なく均衡を達成するものを

可能な経路とする。なお，ここでは，均衡を達成する前の資本労働比率は*印がない k1, k2, k3, k4

で表されることになる。

I 右上の区域から均衡点に移動する場合

そこでまず最初に，右上の区域から均衡点に移動するケースを検討する。この場合，k1(k3)が減

少し，同時に k2(k4)も減少する。したがって，

K1 − γ

L1 − λ
= K3 + ε

L3 + λ
<

K1

L1
= K3

L3
,

K2 + γ

L2 + δ
= K4 − ε

L4 − δ
<

K2

L2
= K4

L4

が成り立っている。このとき，
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K1 − γ

L1 − λ
<

K1

L1
⇔ γ

λ
>

K1

L1
（I–1）

K2 + γ

L2 + δ
<

K2

L2
⇔ γ

δ
<

K2

L2
（I–2）

K3 + ε

L3 + λ
<

K3

L3
⇔ ε

λ
<

K3

L3
（I–3）

K4 − ε

L4 − δ
<

K4

L4
⇔ ε

δ
>

K4

L4
（I–4）

であることがわかる。

そこで，γ > 0, δ > 0, ε > 0, λ > 0 のとき（I–1）（I–2）（I–3）（I–4）を書き換えると

γ >
K1

L1
λ, γ <

K2

L2
δ, ε <

K3

L3
λ, ε >

K4

L4
δ

となる。そして，この 4つの不等式から得られる大小関係は

K1

L1
λ < γ <

K2

L2
δ （I–5）

と
K4

L4
δ < ε <

K3

L3
λ （I–6）

となる。また，ここで，K2
L2

= K4
L4
により，

K1

L1
λ < γ <

K2

L2
δ = K4

L4
δ < ε <

K3

L3
λ

となる。

他方，K1
L1

= K3
L3
により，

λ < λ （I–7）

という矛盾が生じる。

したがって，このような移動パターンは存在しない。

以上のように，γ > 0, δ > 0, ε > 0, λ > 0の条件での移動パターンについて検証した。次に

γ < 0, δ < 0, ε < 0, λ < 0の場合を検討する。

この場合，

γ <
K1

L1
λ，γ >

K2

L2
δ，ε >

K3

L3
λ，ε <

K4

L4
δ

となる。そして，この 4つの不等式から得られる大小関係は

K1

L1
λ > γ >

K2

L2
δ （I–8）

と
K4

L4
δ > ε >

K3

L3
λ （I–9）

73（339）



pLATEX2ε: 03˙ye : 2025/3/6(16:9)

である。また，ここで，K2
L2

= K4
L4
により，

K1

L1
λ > γ >

K2

L2
δ = K4

L4
δ > ε >

K3

L3
λ

を得る。

他方，K1
L1

= K3
L3
により，

δ > δ （I–10）

という矛盾が生じる。

したがって， γ < 0, δ < 0, ε < 0, λ < 0の場合においても，可能な移動パターンは存在しない。

II 左上の区域から均衡点に移動する場合

次に左上の区域から均衡点に移動するケースを検討する。この場合，k1(k3) は減少し，同時に

k2(k4)は増大する。したがって，

K1 − γ

L1 − λ
= K3 + ε

L3 + λ
<

K1

L1
= K3

L3
,　K2 + γ

L2 + δ
= K4 − ε

L4 − δ
>

K2

L2
= K4

L4

が成り立っている。

すると，

K1 − γ

L1 − λ
<

K1

L1
⇔ γ

λ
>

K1

L1
（II–1）

K2 + γ

L2 + δ
<

K2

L2
⇔ γ

δ
>

K2

L2
（II–2）

K3 + ε

L3 + λ
<

K3

L3
⇔ ε

λ
<

K3

L3
（II–3）

K4 − ε

L4 − δ
<

K4

L4
⇔ ε

δ
<

K4

L4
（II–4）

であることがわかる。

そこで，γ > 0, δ > 0, ε > 0, λ > 0 のとき（II–1）（II–2）（II–3）（II–4）を書き換えると

γ >
K1

L1
λ, γ >

K2

L2
δ, ε <

K3

L3
λ, ε <

K4

L4
δ

になる。ここで γ, δ, ε, λの 4変数のうち大小関係が判断できるのは，γと εについてのみである。
（8）

（8） γ と δ について γ > K2
L2

δ からその大小関係は判断できないし，γ > K2
L2

δ と ε < K4
L4

δ からも導かれ
る結論は ε < γ のみで γ と δ についての大小関係は依然不明である。同様に，γ と λ, δ と ε, λと ε

のそれぞれ 3組についても大小関係は判断できず ε < γ に帰結するのみである。最後に，δ と λにつ
いて γ > K1

L1
λ, γ > K2

L2
δ の 2式，または ε < K3

L3
λ, ε < K4

L4
δ の 2式を変形する場合，どちらの場合

にしても δ と λの大小関係は判断できない。よって，この場合に大小関係の無矛盾性を確認するのは
γ と εにおいてのみでよい。なお，後述の IIIの場合についても同様の理由で大小関係の無矛盾性を確
認するのは γ と εにおいてのみでよい。
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K2
L2

= K4
L4
により，γ > K2

L2
δ, ε < K4

L4
δから，

ε <
K4

L4
δ = K2

L2
δ < γ （II–5）

である。

他方，K1
L1

= K3
L3
により，γ > K1

L1
λ, ε < K3

L3
λから，

ε <
K1

L1
λ = K3

L3
λ < γ （II–6）

を得る。よって，（II–5）と（II–6）のどちらからも ε と γ について得られる大小関係は

ε < γ （II–7）

となり矛盾は生じない。

そして，γ < 0, δ < 0, ε < 0, λ < 0のとき，

γ <
K1

L1
λ, γ <

K2

L2
δ, ε >

K3

L3
λ, ε >

K4

L4
δ

になり，ここでも γ > 0, δ > 0, ε > 0, λ > 0 の場合と同じく，γ, δ, ε, λの 4変数のうち大小関

係が判断できるのは，γ と εについてのみである。
K2
L2

= K4
L4
により，γ < K2

L2
δ, ε > K4

L4
δから，

ε >
K4

L4
δ = K2

L2
δ > γ （II–8）

である。

他方，K1
L1

= K3
L3
により，γ < K1

L1
λ, ε > K3

L3
λから，

ε >
K1

L1
λ = K3

L3
λ > γ （II–9）

を得る。よって，（II–8）と（II–9）のどちらからも ε と γ について得られる大小関係は

ε > γ （II–10）

となり矛盾は生じない。

したがって，左上の区域から均衡点に移動するとき，γ > 0, δ > 0, ε > 0, λ > 0の場合，変数

は ε < γ という関係が満たされている。他方，γ < 0, δ < 0, ε < 0, λ < 0のとき，変数は ε > γ

という関係が満たされている。
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III 右下の区域から均衡点に移動する場合

右下の区域から均衡点に移動する場合は，k1(k3)が増大し，同時に k2(k4)は縮小する。したがって，

K1 − γ

L1 − λ
= K3 + ε

L3 + λ
>

K1

L1
= K3

L3
,

K2 + γ

L2 + δ
= K4 − ε

L4 − δ
<

K2

L2
= K4

L4

が成り立っている。

すると，

K1 − γ

L1 − λ
>

K1

L1
⇔ γ

λ
<

K1

L1
（III–1）

K2 + γ

L2 + δ
<

K2

L2
⇔ γ

δ
<

K2

L2
（III–2）

K3 + ε

L3 + λ
>

K3

L3
⇔ ε

λ
>

K3

L3
（III–3）

K4 − ε

L4 − δ
<

K4

L4
⇔ ε

δ
>

K4

L4
（III–4）

であることがわかる。

γ > 0, δ > 0, ε > 0, λ > 0のとき，（III–1）（III–2）（III–3）（III–4）を書き換えると

γ <
K1

L1
λ, γ <

K2

L2
δ, ε >

K3

L3
λ, ε >

K4

L4
δ

になる。
K2
L2

= K4
L4
により，γ < K2

L2
δ, ε > K4

L4
δから，

ε >
K4

L4
δ = K2

L2
δ > γ （III–5）

である。

他方，K1
L1

= K3
L3
により，γ < K1

L1
λ, ε > K3

L3
λから，

ε >
K3

L3
λ = K1

L1
λ > γ （III–6）

を得る。よって，（III–5）と（III–6）のどちらからも ε と γ についての大小関係は

ε > γ （III–7）

となり矛盾は生じない。また，γ < 0, δ < 0, ε < 0, λ < 0のときも同様にして，εと γ の大小関

係は ε < γ と矛盾なく計算ができる。

したがって，右下の区域から均衡点に移動する場合において，γ > 0, δ > 0, ε > 0, λ > 0のときε >

γ という関係が満たされている。他方，γ < 0, δ < 0, ε < 0, λ < 0のとき，変数は ε < γ という

関係が満たされている。
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IV 左下の区域から均衡点に移動する場合

最後に左下の区域から均衡点に移動するケースを検討する。この場合，k1(k3)が増大し，同時に

k2(k4)も増大する。したがって，

K1 − γ

L1 − λ
= K3 + ε

L3 + λ
>

K1

L1
= K3

L3
,

K2 + γ

L2 + δ
= K4 − ε

L4 − δ
>

K2

L2
= K4

L4

が成り立っている。このとき，

K1 − γ

L1 − λ
<

K1

L1
⇔ γ

λ
<

K1

L1
（IV–1）

K2 + γ

L2 + δ
<

K2

L2
⇔ γ

δ
>

K2

L2
（IV–2）

K3 + ε

L3 + λ
<

K3

L3
⇔ ε

λ
>

K3

L3
（IV–3）

K4 − ε

L4 − δ
<

K4

L4
⇔ ε

δ
<

K4

L4
（IV–4）

であることがわかる。

そこで，γ > 0, δ > 0, ε > 0, λ > 0 のとき（IV–1）（IV–2）（IV–3）（IV–4）を書き換えると

γ <
K1

L1
λ, γ >

K2

L2
δ, ε >

K3

L3
λ, ε <

K4

L4
δ

を得る。そして，この 4つの不等式から得られる大小関係は

K2

L2
δ < γ <

K1

L1
λ （IV–5）

と
K3

L3
λ < ε <

K4

L4
δ （IV–6）

である。また，ここで，K2
L2

= K4
L4
により，

K2

L2
δ < γ <

K1

L1
λ = K3

L3
λ < ε <

K4

L4
δ

を得る。

他方，K1
L1

= K3
L3
により，

δ < δ （IV–7）

という矛盾が生じる。

したがって，このような移動パターンは存在しない。

また，γ < 0, δ < 0, ε < 0, λ < 0のときも同様の計算により，γ と εの大小関係について γ < ε

となると同時に ε < γ という矛盾した結果が生じるため，このような移動パターンは存在しないこ

とが示される。
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以上，Iから IVの 4つの場合を検討した結果，均衡に至るパターンとして考えられるのは IIの

左上の区域から均衡点に移動する場合と，IIIの右下の区域から均衡点に移動する場合の 2 通りで

あることがわかった。IIの場合，K1−γ
L1−λ

< K1
L1
であるから病院の診察部門において資本労働比率は

減少している。一方で，K2+γ
L2+δ

> K2
L2
より病院の治療部門においては資本労働比率が増加しており，

病院全体としては治療部門への資本への集中が起こっていることがわかる。IIIの場合，IIとは逆に
K1−γ
L1−λ

> K1
L1
および K2+γ

L2+δ
< K2

L2
となっているから病院内の資本労働比率において，診察部門では増

加，治療部門では減少が起こっている。すなわち，病院内では診察部門へと資本の集中が起こって

いることになる。本論で得られた均衡点は，病院が大規模なME機器などの資本を治療部門に導入

した結果であったから，均衡に至るパターンとしては治療部門へ資本が集中するという IIの場合の

方がより現実的と言えるであろう。
（9）
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